
令和６年度指定基準等の改正について 
（介護保険施設及び居住系サービス）

香川県健康福祉部長寿社会対策課

施設サービスグループ

令和６年３月27日

※本資料は、指定基準等改正の主要な部分について、厚生労

働省の基準等を抜粋したものです。基準等は以下のページに

掲載されておりますので、必ずご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html

資料４-１



※他のサービスについては、下記の基準を確認してください。
【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成十一年厚生省令第四十号)】
第30条　略
【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成三十年厚生労働省令第五号）】
第34条　略
【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十七号）】
第191条(特定施設入居者生活介護）　略

※他のサービスについては、下記の通知を確認してください。
【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成12年３月17日老企第44号）】
29
【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成30年３月22日老老発0322第１号）】
29
【指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）】
一〇 特定施設入居者生活介護⒂

協力医療機関等
【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成12年３月17日老企第43号）】
31 協力医療機関等
基準省令第 28 条は、指定介護老人福祉施設の入所者の病状の急変時等に対応するための協力医療機関をあらか
じめ定めておくこと、新興感染症の診療等を行う医療機関と新興感染症発生時等における対応を取り決めるよう努め
ること、歯科医療の確保の観点からあらかじめ協力歯科医療機関を定めておくよう努めること等を規定したものである
こと。
協力医療機関及び協力歯科医療機関は、指定介護老人福祉施設から近距離にあることが望ましい。
（１） 協力医療機関との連携（第１項）
介護老人福祉施設の入所者の病状の急変時等に、相談対応や診療を行う体制を常時確保した協力医療機関及び緊
急時に原則入院できる体制を確保した協力病院を定めなければならない。その際、例えば同条第１項第１号及び第２
号の要件を満たす医療機関と同条第１項第３号の要件を満たす医療機関を別に定めるなど、複数の医療機関を定め
ることにより要件を満たすこととしても差し支えない。
連携する医療機関は、在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所、地域包括ケア病棟(200 床未満)を持つ医療機関、
在宅療養後方支援病院等の在宅医療を支援する地域の医療機関（以下、在宅療養支援病院等）と連携を行うことが想
定される。なお、令和６年度診療報酬改定において新設される地域包括医療病棟を持つ医療機関は、前述の在宅療
養支援病院等を除き、連携の対象として想定される医療機関には含まれないため留意すること。
また、第３号の要件については、必ずしも当該介護老人福祉施設の入所者が入院するための専用の病床を確保する
場合でなくとも差し支えなく、一般的に当該地域で在宅療養を行う者を受け入れる体制が確保されていればよい。
なお、協力医療機関との連携に係る義務付けの適用に当たっては、令和６年改正省令附則第６条において、３年間の
経過措置を設けており、令和９年３月 31 日までの間は、努力義務とされているが、経過措置期限を待たず、可及的速
やかに連携体制を構築することが望ましい。
（２） 協力医療機関との連携に係る届け出（第２項）
協力医療機関と実効性のある連携体制を確保する観点から、年に１回以上、協力医療機関と入所者の急変時等にお
ける対応を確認し、当該医療機関の名称や当該医療機関との取り決めの内容等を指定を行った都道府県知事，指定
都市又は中核市の市長（以下「指定権者」という。）に届け出ることを義務づけたものである。届出については、別紙１に
よるものとする。協力医療機関の名称や契約内容の変更があった場合には、速やかに指定権者に届け出ること。同条
第１項の規定の経過措置期間において、同条第１項第１号、第２号及び第３号の要件を満たす協力医療機関を確保で
きていない場合は、経過措置の期限内に確保するための計画を併せて届け出を行うこと。
（３）新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携（第３項）
介護老人福祉施設の入所者における新興感染症の発生時等に、感染者の診療等を迅速に対応できる体制を平時か
ら構築しておくため、感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関である病院又は診療所との新興感
染症発生時等における対応を取り決めるよう努めることとしたものである。
取り決めの内容としては、流行初期期間経過後（新興感染症の発生の公表後４か月程度から６カ月程度経過後）にお
いて、介護老人福祉施設の入所者が新興感染症に感染した場合に、相談、診療、入院の要否の判断、入院調整等を
行うことが想定される。なお、第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの連携を行うことを妨げ
るものではない。
（４） 協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合（第４項）
協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合には、第２項で定められた入所者の急変時等における対応の
確認と合わせ、当該協力機関との間で、新興感染症の発生時等における対応について協議を行うことを義務付けるも
のである。協議の結果、当該協力医療機関との間で新興感染症の発生時等の対応の取り決めがなされない場合も考
えられるが、協力医療機関のように日頃から連携のある第二種協定指定医療機関と取り決めを行うことが望ましい。
（５） 医療機関に入院した入所者の退院後の受け入れ（第５項）
「速やかに入所させることができるよう努めなければならない」とは、必ずしも退院後に再入所を希望する入所者のため
に常にベッドを確保しておくということではなく、できる限り円滑に再入所できるよう努めなければならないということであ
る。

【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十九
号）】
第二十八条
指定介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次の各号に掲げ
る要件を満たす協力医療機関（第三号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）
を定めておかなければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることによ
り当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。
一�  入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常
時確保していること。
二�  当該指定介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、
常時確保していること。
三�  入所者の病状が急変した場合等において、当該指定介護老人福祉施設の医師又は協力
医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を
原則として受け入れる体制を確保していること。
２�  指定介護老人福祉施設は、一年に一回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急
変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該指定介護老人福祉施
設に係る指定を行った都道府県知事（指定都市及び中核市にあっては、指定都市又は中核市の
市長） に届け出なければならない。
３�  指定介護老人福祉施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
（平成十年法律第百十四号）第六条第十七項に規定する第二種協定指定医療機関（次項におい
て「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第七項に規定する新型イン
フルエンザ等感染症、同条第八項に規定する指定感染症又は同条第九項に規定する新感染症
をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。
４�  指定介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合において
は、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行
わなければならない。
５�  指定介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当
該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定介護老人福祉
施設に速やかに入所させることができるように努めなければならない。
６�  （略）

※附則第６条により「令和9年3月31日」までは経過措置あり
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【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十九
号）】
第三十五条の三
 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設における業務の効率化、介護サービス
の質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護老人福祉施
設における入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を
検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。） を定期的に
開催しなければならない。

※附則第４条により「令和9年3月31日」までは経過措置あり

【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成12年３月17日老企第43号）】
39 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委
員会の開催
指定介護老人福祉施設基準第 35 条の３は、介護現場の生産性向上の取組を促進する観点から、現場に
おける課題を抽出及び分析した上で、事業所の状況に応じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳や安全
性を確保しながら事業所全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備するため、利用者の安全並びに
介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置及び開催に
ついて規定したものである。なお、本条の適用に当たっては、令和６年改正省令附則第４条において、３年
間の経過措置を設けており、令和９年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。
本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等を行う職種を含む幅広い職種によ
り構成することが望ましく、各事業所の状況に応じ、必要な構成メンバーを検討すること。なお、生産性向
上の取組に関する外部の専門家を活用することも差し支えないものであること。
また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻度については、本委員会の開催が
形骸化することがないよう留意した上で、各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決めることが望まし
い。
あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支援課「介護サービス事業における
生産性向上に資するガイドライン」等を参考に取組を進めることが望ましい。また、本委員会はテレビ電話
装置等を活用して行うことができるものとし、この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係
事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管
理に関するガイドライン」等を遵守すること。
なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は、他に事業運営に関する会議（事故発生の防止のための
委員会等）を開催している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。本委員会は事業
所毎に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。ま
た、委員会の名称について、法令では「利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽
減に資する方策を検討するための委員会」と規定されたところであるが、他方、従来から生産性向上の取
組を進めている事業所においては、法令とは異なる名称の生産性向上の取組を進めるための委員会を設
置し、開催している場合もあるところ、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減
に資する方策が適切に検討される限りにおいては、法令とは異なる委員会の名称を用いても差し支えな
い。

※他のサービスについては、下記の基準を確認してください。
【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成十一年厚生省令第四十号)】
第36条の３　略
【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成三十年厚生労働省令第五号）】
第40条の３　略
【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十七号）】
第139条の２（短期入所生活介護）　略

※他のサービスについては、下記の通知を確認してください。
【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成12年３月17日老企第44号）】
38
【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成30年３月22日老老発0322第１号）】
37
【指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）】
八 短期入所生活介護⒆

入所者（利用者）の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置
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【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十九
号）】
第二十九条指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設の見やすい場所に、運営
規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関、利用料その他のサービスの選択に資する
と認められる重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を掲示しなければならな
い。

２ 指定介護老人福祉施設は、重要事項を記載した書面を当該指定介護老人福祉施設に備え付
け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代え
ることができる。

３ 指定介護老人福祉施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。
※附則第2条により「令和7年3月31日」までは経過措置あり

【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成12年３月17日老企第43号）】
32 掲示
⑴
基準省令第 2 9 条第 １ 項は、指定介護老人福祉施設は、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、事故
発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直
近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の入所申込者のサービスの選択に資す
ると認められる重要事項を指定介護老人福祉施設の見やすい場所に掲示することを規定したものである 
。また、同条第３項は、 指定介護老人福祉施設は、原則として、重要事項 を当該指定介護老人福祉施設
のウェブサイトに掲載 する ことを規定したものであるが、ウェブサイトとは、法人 のホームページ等又は介
護サービス情報公表システムのことをいう。なお、指定介護老人福祉施設は、重要事項の掲示及びウェブ
サイトへの掲載を行うにあたり、 次に掲げる点に留意する必要がある。
①・② （略）
③
介護保険法施行規則 （平成 11 年厚生省令第 36 号） 第 140 条の 44 各号 に掲げる基準に該当する 指
定介護老人福祉施設 に ついて は、 介護サービス情報制度における報告義務の対象ではないことから、 
基準省令第 29 条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載 は 行 うことが望ましいこと 。 なお 、 ウェブ
サイトへの掲載を行わない 場合も 、 同 条 第１ 項の 規定 による 掲示は行う必要があるが、 これを 同条
第２項や 基準省令第 50 条 第１項 の規定に 基づく措置に代える ことができること。
なお、厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等（平成 12 年厚生省
告示第 123 号） 二 のハの ⑵ 及び居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針
（平成 17 年厚生労働省告示第 419 号）一のハ に規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、 こ
の ⑴ に準ずるものとする。
⑵
基準省令第 2 9 条第２項 は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの入所申込者、入所者又は
その家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定介護老人福祉施設内に備え付けることで同条第 １ 項の掲
示に代えることができることを規定したものである。

【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成十一年厚生省令第四十号)】
第31条　略
【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成三十年厚生労働省令第五号）】
第35条　略
【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十七号）】
第32条（準用）略

※他のサービスについては、下記の通知を確認してください。
【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成12年３月17日老企第44号）】
30
【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について（平成30年３月22日老老発0322第１号）】
30
【指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）】
八 短期入所生活介護(21)
一〇 特定施設入居者生活介護(19)

掲示
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特定施設入居者生活介護

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第三十
七号）

指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25
号）（抄）

第百七十五条

９　次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第一項第二号イ及び第二項第二号イ
の規定の適用については、これらの規定中「一」とあるのは、「〇・九」とする。
　一　第百九十二条において準用する第百三十九条の二に規定する委員会において、利用者
の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に
掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。
　　イ　利用者の安全及びケアの質の確保
　　ロ　特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮
　　ハ　緊急時の体制整備
　　ニ　業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機器」と
いう。）の定期的な点検
　　ホ　特定施設従業者に対する研修
　二　介護機器を複数種類活用していること。
　三　利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、特定施
設従業者間の適切な役割分担を行っていること。
　四　利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介
護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。

１ 人員に関する基準

(1)・(2)　(略)

(3)　生産性向上に取り組む施設における看護職員及び介護職員の員数の柔軟化

　居宅基準第175条第９項については、生産性向上の取組に当たっての必要な安全対策につい
て検討した上で、見守り機器等の複数のテクノロジーの活用、職員間の適切な役割分担等の取
組により、介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められる指定特
定施設に係る当該指定特定施設ごとに置くべき看護職員及び介護職員の合計数について、常
勤換算方法で、要介護者である利用者の数が３（要支援者の場合は10）又はその端数を増すご
とに0.9以上であることと規定したものである。適用にあたっての留意点等については、別途通知
（「「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」等における生産性向上に
先進的に取り組む特定施設等に係る人員配置基準の留意点について」によるものとする。

(4)・(5)　(略)

従業者の員数



特定施設入居者生活介護

第百八十五条の二

指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生
活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔衛生
の管理を計画的に行わなければならない。

３ 運営に関する基準

(8)　口腔衛生の管理

　居宅基準第185条の２は、特定施設入居者生活介護事業者の入居者に対する口腔衛生の管
理について、入居者の口腔の健康状態に応じて、以下の手順により計画的に行うべきことを定
めたものである。 別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的
取組について」 )も参照されたい。
　①　当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の
介護職員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上行うこと。
　②　①の技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を記載した、入所者の口腔衛生の管理
体制に係る計画を作成するとともに、必要に応じて、定期的に当該計画を見直すこと。なお、口
腔衛生の管理体制に係る計画に相当する内容を特定施設サービス計画の中に記載する場合
はその記載をもって口腔衛生の管理体制に係る計画の作成に代えることができるものとするこ
と。
　　　イ　助言を行った歯科医師
　　　ロ　歯科医師からの助言の要点
　　　ハ　具体的方策
　　　ニ　当該施設における実施目標
　　　ホ　留意事項・特記事項
　③　医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対する口腔清掃等に
係る技術的助言及び指導又は②の計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯
科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。
　　　 なお、当該施設と計画に関する技術的助言及び指導を行う歯科医師又は歯科医師の指
示を受けた歯科衛生士においては、実施事項等について文書で取り決めること。
 　　　また、当該義務付けの適用に当たっては、 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び
運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第16号）附則第５条におい
て、３年間の経過措置を設けており、令和９年３月31日までの間は、努力義務とされている。

口腔衛生の管理


